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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ２．第84期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照 

     表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 213,573 230,301 276,276 435,538 498,427 

経常利益（百万円） 13,123 9,214 14,875 17,464 20,023 

中間（当期）純利益（百万円） 7,739 4,855 7,777 10,585 10,787 

純資産額（百万円） 165,760 175,322 210,577 168,644 186,838 

総資産額（百万円） 335,203 359,402 424,533 342,439 392,671 

１株当たり純資産額（円） 1,284.56 1,361.98 1,501.74 1,305.07 1,449.27 

１株当たり中間（当期）純利益

金額（円） 
59.87 37.64 60.39 80.32 81.77 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
59.83 37.64 60.33 80.28 81.73 

自己資本比率（％） 49.5 48.8 45.6 49.2 47.6 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
19,307 16,989 30,416 40,323 42,426 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△21,540 △24,781 △30,369 △48,690 △48,566 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
3,571 6,649 7,658 1,796 4,939 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
37,508 28,802 39,744 29,383 29,535 

従業員数（人） 16,305 18,372 22,114 17,279 18,851 



(2)提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ２．第84期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照 

     表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 145,636 146,994 166,811 298,293 319,778 

経常利益（百万円） 8,090 2,683 6,845 11,722 11,566 

中間（当期）純利益（百万円） 4,854 1,365 3,513 7,721 7,699 

資本金（百万円） 28,027 28,027 28,027 28,027 28,027 

発行済株式総数（千株） 130,010 130,010 130,010 130,010 130,010 

純資産額（百万円） 152,491 156,247 165,923 155,222 163,959 

総資産額（百万円） 256,703 273,721 295,007 264,658 288,700 

１株当たり純資産額（円） 1,181.74 1,213.81 1,287.98 1,201.31 1,271.82 

１株当たり中間（当期）純利益

金額（円） 
37.55 10.58 27.28 58.39 58.05 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
37.52 10.58 27.26 58.36 58.03 

１株当たり配当額（円） 9.00 9.00 12.00 18.00 19.00 

自己資本比率（％） 59.4 57.1 56.2 58.7 56.8 

従業員数（人） 5,575 5,441 5,501 5,348 5,390 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容については、重要な変更

はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）1.従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

 出向者を含む）である。なお、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満のため、記載を省略した。 

2.従業員数が前連結会計年度末に比べ、3,263人増加しているが、その主な理由は新規連結による連結子会社

 の増加である。 

(2)提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数である。なお、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満のため、記載を省略した。 

(3)労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

自動車部品事業  20,320 

非自動車部品事業  1,002 

全社（共通）  792 

合計  22,114 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 5,501 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、原油・原材料価格の高騰があったものの、企業収益の改善に伴う設備投資

は依然として高水準を維持し、また雇用環境にも改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移した。 

一方、海外においては米国およびアジアで景気拡大が持続するなど、景気は総じて堅調に推移した。 

わが国自動車業界においては、ガソリン価格上昇等の影響を受け、国内新車販売台数は前年同期実績を下回った

ものの、海外では燃費性能に優れる日本車の販売が引き続き好調に推移した。 

このような情勢の中で当社グループは、魅力ある商品の提供を通じお客様に感動を与えるグローバルシステムサプ

ライヤーを目指し、①グローバルに収益確保できる事業基盤の確立、②世界トップ商品の実現を目指した商品開発

と事業成長の実現、③ＴＧグローバルスタンダードに基づく品質向上活動の展開、④企業環境の変化に即応した人

材育成・確保とマネジメントの強化、を重要課題と認識し、事業基盤の強化・充実に努めてきた。 

 自動車部品事業については、特に海外において、ここ数年のうちに設立した米国、チェコ、中国の生産拠点を中

心として積極的な設備投資を行うなど、顧客需要に即応できる生産体制の拡充に努めた。 

 非自動車部品事業については、特機事業では初の海外生産拠点である豊田合成（天津）精密製品(有)が本格的に

生産・納入を開始、またオプトエレクトロニクス事業は米国ほか、新市場での業容拡大に取り組んできた。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は、主要顧客の生産台数の増加に加え、新製品開発と国内外での積極的

な拡販活動に努めた結果、2,762億円と前中間連結会計期間（2,303億円）に比べ20.0％の増収となった。 

利益については、原油高による原材料価格上昇などのマイナス影響があったものの、国内外主要市場での売上増に

伴う増販効果に加え、徹底した合理化に努めた結果、経常利益は148億円と前中間連結会計期間（92億円）に比べ

61.4%の増益、中間純利益は77億円と前中間連結会計期間（48億円）に比べ60.2%の増益となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①自動車部品事業 

 北米およびアジア市場における主要顧客の生産台数増に加え、新製品開発と拡販活動の結果、セグメント間

の内部取引を含めた売上高は2,609億円と前中間連結会計期間（2,181億円）に比べ19.6%の増収、営業利益は

178億円と前中間連結会計期間（120億円）に比べ48.3%の増益となった。 

②非自動車部品事業 

 オプトエレクトロニクス製品は携帯電話、デジタルカメラ向けなどの販売増、特機製品は携帯電話筐体やエ

アコンパネルなどの販売増により、セグメント間の内部取引を含めた売上高は153億円と前中間連結会計期間

（121億円）に比べ26.5%の増収、営業損失は25億円と前中間連結会計期間（営業損失35億円）に比べ10億円改

善した。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①日本 

 セグメント間の内部取引を含めた売上高は1,758億円と前中間連結会計期間（1,525億円）に比べ15.2%の増

収、営業利益は77億円と前中間連結会計期間（22億円）に比べ238.5%の増益となった。  

②北米 

 セグメント間の内部取引を含めた売上高は706億円と前中間連結会計期間（602億円）に比べ17.3%の増収、営

業利益は51億円と前中間連結会計期間（41億円）に比べ25.8%の増益となった。  

    ③豪亜 

          セグメント間の内部取引を含めた売上高は366億円と前中間連結会計期間（223億円）に比べ64.2%の増収、営

業利益は、設立間もない赤字子会社の新規連結により19億円と前中間連結会計期間（26億円）に比べ25.6%の減

益となった。  

④その他の地域 

 セグメント間の内部取引を含めた売上高は124億円と前中間連結会計期間（87億円）に比べ43.2%の増収、営

業損失は１億円と前中間連結会計期間（営業損失３億円）に比べ２億円改善した。 



(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ102

億円増加し、397億円となった。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次

のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により獲得した資金は、売上債権の増加29億円、利息の支払10億円、法人税等の支払55億円などがあ

ったものの、税金等調整前中間純利益140億円、減価償却費163億円などを計上した結果、304億円となり、前中間

連結会計期間（169億円）に比べ134億円（79.0％）増加した。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に支出した資金は、国内外における生産能力向上と生産性向上のための合理化・省力化投資、新製品

切り替えのための金型投資や新製品開発のための研究開発投資などの結果、303億円となり、前中間連結会計期間

（247億円）に比べ55億円（22.5％）増加した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により調達した資金は、積極的な設備投資に伴う借入金の増加などの結果、76億円となり、前中間連

結会計期間（66億円）に比べ10億円（15.2％）増加した。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりである。 

（注）金額は販売価額で示してある。 

(2)受注状況 

 当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）の自動車部品事業はトヨタ自動車株式会社をはじめと

して、各納入先より四半期毎および翌月の生産計画の提示をうけ、生産能力を勘案して生産計画を立て、見込生産

を行っている。 

 また、非自動車部品事業についても、主要納入先から提示される翌月の生産計画および最近の販売見込等の資料

を基礎として見込生産を行っている。 

(3)販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりである。 

（注）１．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

２．上表の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 229,331 25.1 

非自動車部品事業 8,813 8.0 

合計 238,145 24.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 260,918 19.6 

非自動車部品事業 15,357   26.6 

合計 276,276 20.0 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

トヨタ自動車㈱ 81,249 35.3 97,257 35.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）が対処すべき課題につい

て、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

５【研究開発活動】 

当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）の研究開発体制は、当社の各事業部開発部・技術部・生産

技術部、技術管理部、開発部、材料技術部および海外子会社の豊田合成ノースアメリカ㈱（米国）技術本部、豊田合

成ヨーロッパ㈱（欧州）が連携し、グローバルな研究開発活動を展開している。これらの活動により、2010年に８つ

の世界トップ商品を持つことを目指している。 

(1)自動車部品事業 

  ゴム・合成樹脂・ウレタンなどの高分子分野の自動車部品専門メーカーとして国際競争力のある製品づくりを

目指し、品質・性能向上や低コスト化などの顧客ニーズに加え、安全および環境などの動向を先取りした製品・

技術の開発に取り組んでいる。 

 最近の主な成果としては、衝突時の拘束性を向上したアドバンスドオムニサポートコンセプトエアバッグ，金

属薄膜として使用しているレアメタルのインジューム使用量を削減した低コストミリ波レーダーガーニッシュ，

高輝度LEDを組み込んだオーバヘッドコンソールなどの独創的な新製品を開発・量産化したほか、各種環境規制

に対応した製品，生産技術の開発，さらには燃料電池自動車用オールコンポジット高圧水素タンクの開発なども

積極的に推進している。 

 なお、当事業に係る研究開発費は100億円である。 

(2)非自動車部品事業 

発光ダイオード（LED）では、携帯電話のバックライト用としては業界最高水準となる白色LEDを新たに開発し

たほか、青紫色レーザーダイオードの開発も推進している。 

さらに高速大容量ワイヤレス通信のための高周波デバイス開発国家プロジェクトにも参画している。 

 また、今まで自動車部品で培った固有技術を核として情報通信機器、空気清浄機などの環境機器、農業機械、

建設機械、住宅機器などの製品開発、研究開発を積極的に進めている。 

なお、当事業に係る研究開発費は22億円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は 

ない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）提出日現在発行数には、平成18年12月１日から当半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれていない。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

平成14年６月26日定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 130,010,011 130,010,011 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 130,010,011 130,010,011 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 452 432 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 45,200     43,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,518 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年6月28日 

～平成20年6月27日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       1,518 

資本組入額       759 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社の

取締役または参与であるこ

と。ただし退任または退職後

１年間を限度として権利行使

できる。 

その他の条件は、当社と付与

対象者との間で締結する契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 



平成15年６月26日定時株主総会決議 

平成16年６月24日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,318 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 331,800 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,760 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年7月1日 

～平成21年6月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       2,760 

資本組入額      1,380 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社の

取締役または従業員であるこ

と。ただし退任または退職後

１年間を限度として権利行使

できる。 

その他の条件は、当社と付与

対象者との間で締結する契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項  － －  

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,870 3,830 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 387,000 383,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,593 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年7月1日 

～平成22年6月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       2,593 

資本組入額      1,297 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社の

取締役、従業員または当社子

会社取締役であること。ただ

し退任または退職後１年間を

限度として権利行使できる。 

その他の条件は、当社と付与

対象者との間で締結する契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 



平成17年６月24日定時株主総会決議 

     会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

平成18年６月27日定時株主総会決議 

   （注）新株予約権の行使時には、株式の発行に代えてすべて自己株式を譲渡することとしている。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,590 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 359,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,988 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年7月1日 

～平成23年6月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       1,988 

資本組入額        994 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社の

取締役、従業員または当社子

会社取締役であること。ただ

し退任または退職後１年間を

限度として権利行使できる。 

その他の条件は、当社と付与

対象者との間で締結する契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項  －  －  

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,570 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 357,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,410 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年8月1日 

～平成22年7月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 
該当事項なし。（注） 同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社の

取締役、従業員または当社子

会社取締役であること。ただ

し退任または退職後１年間を

限度として権利行使できる。 

その他の条件は、当社と付与

対象者との間で締結する契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項  － －  



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）トヨタ自動車株式会社は、当社の発行済株式総数の25％を超える株式を有し、当社は会社法施行規則第67 

条の規定により、当社が所有する同社の株式については議決権を有しない。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成18年４月１日 

 ～ 

平成18年９月30日 

－ 130,010 － 28,027 － 29,723 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

トヨタ自動車株式会社 豊田市トヨタ町１番地 55,459 42.66 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 8,071 6.21 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 5,049 3.88 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,657 3.58 

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON, MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

2,816 2.17 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,866 1.44 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,714 1.32 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 1,661 1.28 

メロンバンクエヌエーアズエー

ジェントフォーイッツクライア

ントメロンオムニバスユーエス

ペンション 

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店）  

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
1,634 1.25 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 1,628 1.25 

計 － 84,559 65.04 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「株式数」の「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれている。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれていない。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,261,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 128,699,400 1,286,990 － 

単元未満株式 普通株式    49,511 － 
一単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 130,010,011 － － 

総株主の議決権 － 1,286,990 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

豊田合成株式会社 

愛知県西春日井郡春

日町大字落合字長畑

１番地 

1,196,800 － 1,196,800 0.92 

株式会社中勢ゴム 
三重県津市安濃町 

内多400番地 
64,300 － 64,300 0.05 

計 － 1,261,100 － 1,261,100 0.97 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,260 3,220 2,650 2,520 2,630 2,610 

最低（円） 2,580 2,615 2,205 2,055 2,390 2,360 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで)の中間連結財務諸表および前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表に

ついては中央青山監査法人により監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間連結財務諸表および当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について

はあらた監査法人により監査を受けている。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代している。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  あらた監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   23,148   35,422   23,698  

２．受取手形及び売掛金 ※5  79,247   92,300   88,024  

３．有価証券   6,341   6,184   6,059  

４．たな卸資産   28,880   32,850   31,303  

５．繰延税金資産   5,587   6,207   6,955  

６．その他   8,683   9,237   8,998  

７．貸倒引当金   △120   △68   △123  

流動資産合計   151,769 42.2  182,133 42.9  164,915 42.0 

Ⅱ 固定資産           

(1)有形固定資産 ※1          

１．建物及び構築物 ※2,4 46,088   57,264   48,084   

２．機械装置及び運搬具 ※4 72,956   90,593   79,860   

３．工具器具備品 ※4 16,993   19,383   16,860   

４．土地 ※2 19,860   20,687   20,128   

５．建設仮勘定  8,256 164,156  11,814 199,743  11,602 176,535  

(2)無形固定資産           

１．営業権  125   －   83   

２．のれん  －   212   －   

３．特許権  507   415   461   

４．ソフトウェア  1,105   1,380   1,170   

５．その他  1,473 3,211  2,147 4,156  1,730 3,445  

(3)投資その他の資産           

１．投資有価証券  21,050   25,649   25,380   

２．繰延税金資産  4,193   3,941   3,432   

３．その他  15,086   8,961   19,018   

４．貸倒引当金  △65 40,265  △53 38,500  △56 47,774  

固定資産合計   207,633 57.8  242,399 57.1  227,755 58.0 

資産合計   359,402 100.0  424,533 100.0  392,671 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金 ※5  57,727   71,303   64,827  

２．短期借入金 ※2  19,495   36,394   21,952  

３．一年以内償還予定の社
債   －   10,000   10,000  

４．未払費用   21,793   25,553   22,376  

５．未払法人税等   2,379   3,583   4,758  

６．製品保証引当金   1,083   719   744  

７．役員賞与引当金   －   135   －  

８．従業員預り金   4,969   4,874   4,911  

９．その他 ※5  6,091   10,928   11,400  

流動負債合計   113,539 31.6  163,492 38.5  140,970 35.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   20,000   10,000   10,000  

２．長期借入金 ※2  13,320   13,185   12,231  

３．繰延税金負債   3,587   4,505   4,587  

４．退職給付引当金   15,834   19,539   18,916  

５．役員退職慰労引当金   1,545   1,068   1,726  

６．連結調整勘定   52   －   －  

７．その他   2,220   2,165   2,077  

固定負債合計   56,560 15.7  50,463 11.9  49,539 12.6 

負債合計   170,099 47.3  213,955 50.4  190,509 48.5 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   13,980 3.9  － －  15,323 3.9 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   28,027 7.8  － －  28,027 7.1 

Ⅱ 資本剰余金   29,723 8.3  － －  29,723 7.6 

Ⅲ 利益剰余金   115,233 32.1  － －  119,970 30.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   7,173 2.0  － －  9,687 2.5 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △2,043 △0.6  － －  2,186 0.5 

Ⅵ 自己株式   △2,793 △0.8  － －  △2,758 △0.7 

資本合計   175,322 48.8  － －  186,838 47.6 

負債、少数株主持分及び
資本合計   359,402 100.0  － －  392,671 100.0 

           



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  28,027 6.6  － － 

２ 資本剰余金    － －  29,723 7.0  － － 

３ 利益剰余金    － －  125,500 29.6  － － 

４ 自己株式    － －  △2,608 △0.6  － － 

株主資本合計    － －  180,643 42.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価
差額金 

   － －  9,510 2.2  － － 

２ 為替換算調整勘定    － －  3,289 0.8  － － 

評価・換算差額等合計    － －  12,799 3.0  － － 

Ⅲ 新株予約権    － －  14 0.0  － － 

Ⅳ 少数株主持分    － －  17,119 4.0  － － 

純資産合計    － －  210,577 49.6  － － 

負債純資産合計    － －  424,533 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   230,301 100.0  276,276 100.0  498,427 100.0 

Ⅱ 売上原価  ※１  206,096 89.5  244,098 88.4  446,205 89.5 

売上総利益   24,205 10.5  32,177 11.6  52,222 10.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１．荷造運搬費  767   957   1,820   

２．製品保証引当金繰入  540   296   738   

３．給料諸手当  7,185   5,833   10,710   

４．退職給付費用  454   259   799   

５．減価償却費  663   659   1,401   

６．その他  6,059 15,670 6.8 8,812 16,819 6.0 17,075 32,546 6.6 

営業利益   8,535 3.7  15,358 5.6  19,676 3.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  78   206   164   

２．受取配当金  273   184   365   

３．連結調整勘定償却額  64   －   129   

４．負ののれん償却額  －   3   －   

５．持分法による投資利益  75   38   123   

６．固定資産売却益  65   128   －   

７．為替差益  412   36   1,165   

８．その他  929 1,898 0.8 1,189 1,788 0.6 2,119 4,068 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  553   997   1,223   

２．固定資産除売却損  379   413   1,072   

３．その他  286 1,219 0.5 860 2,271 0.8 1,424 3,720 0.7 

経常利益   9,214 4.0  14,875 5.4  20,023 4.0 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入  － － － 4 4 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失           

１．転籍加算金  402   －   402   

２．前期損益修正損  －   －   342   

３．投資有価証券評価損  －   656   222   

４．関係会社株式評価損  －   124   －   

５．減損損失   ※２ － 81 －   

６．その他  － 402 0.2 － 862 0.3 1 968 0.2

税金等調整前中間（当
期）純利益   8,812 3.8  14,016 5.1  19,054 3.8 

法人税、住民税及び事
業税  3,708   5,000   8,946   

法人税等調整額  △565 3,143 1.4 282 5,282 1.9 △2,165 6,780 1.4 

少数株主利益   813 0.3  956 0.4  1,486 0.3 

中間（当期）純利益   4,855 2.1  7,777 2.8  10,787 2.1 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

  [中間連結剰余金計算書] 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   29,723  29,723

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  29,723  29,723

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   111,748  111,748

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  4,855 4,855 10,787 10,787

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,161  2,320  

２．役員賞与  187  212  

３．自己株式処分差損  20 1,370 32 2,565

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  115,233  119,970

      



[中間連結株主資本等変動計算書] 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
28,027 29,723 119,970 △2,758 174,964 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △1,287   △1,287 

役員賞与（注）     △225   △225 

連結子会社増加に伴う剰余金の

変動額（純額） 
    △1,181   △1,181 

持分法適用会社増加に伴う剰余

金の変動額（純額） 
    475   475 

中間純利益     7,777   7,777 

自己株式の取得       △2 △2 

自己株式の処分     △27 152 124 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 5,530 149 5,679 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
28,027 29,723 125,500 △2,608 180,643 

 

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
9,687 2,186 11,874 － 15,323 202,161 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注）           △1,287 

役員賞与（注）            △225 

連結子会社増加に伴う剰余金の 

変動額（純額） 
          △1,181 

持分法適用会社増加に伴う剰余

金の変動額（純額） 
          475 

中間純利益           7,777 

自己株式の取得           △2 

自己株式の処分           124 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△176 1,102 925 14 1,795 2,735 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△176 1,102 925 14 1,795 8,415 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
9,510 3,289 12,799 14 17,119 210,577 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  8,812 14,016 19,054 

減価償却費  14,764 16,354 32,549 

減損損失   － 81 － 

連結調整勘定償却額  △55 － △111 

のれん償却額   － 65 － 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △3 △54 △1 

製品保証引当金の増減額 
（減少：△）  203 △24 △134 

退職給付引当金の増減額 
（減少：△）  1,669 623 4,751 

前払年金費用の増減額 
（増加：△）  － 60 △1,519 

役員退職慰労引当金の増減額 
（減少：△）  △71 △657 109 

受取利息及び受取配当金  △351 △391 △529 

支払利息  553 997 1,223 

為替差損益（差益：△）  △192 100 △165 

持分法による投資損益（益：△）  △75 △38 △123 

投資有価証券評価損及び売却損益
（益：△）  － 780 295 

有形固定資産除売却損益 
（益：△）  314 284 890 

売上債権の増減額（増加：△）  △76 △2,938 △9,055 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △2,933 △54 △4,470 

その他の流動資産の増減額 
（増加：△）  △3,120 △828 △1,684 

仕入債務等の増減額（減少：△）  2,271 7,260 8,576 

その他の流動負債の増減額 
（減少：△）  △971 830 285 

役員賞与の支払額  △189 △227 △216 

その他  8 149 7 

小計  20,556 36,389 49,729 

利息及び配当金の受取額  354 550 574 

利息の支払額  △616 △1,006 △1,258 

法人税等の支払額  △3,304 △5,517 △6,619 

営業活動によるキャッシュ・フロー  16,989 30,416 42,426 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

投資有価証券等の取得による支出  △1,208 △1,393 △2,505 

投資有価証券等の売却・償還による
収入  510 80 1,059 

有形固定資産等の取得による支出  △24,601 △27,800 △47,511 

有形固定資産の売却による収入  453 841 1,007 

長期貸付金の貸付けによる支出  △917 △584 － 

長期貸付金の回収による収入  1,004 0 360 

その他の投資の取得による支出  △39 △1,547 △1,005 

その他の投資の売却による収入  17 34 29 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △24,781 △30,369 △48,566 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  △2,790 9,486 △2,652 

長期借入れによる収入  11,826 1,595 11,461 

長期借入金の返済による支出  △337 △1,594 △582 

自己株式の処分による収入  42 124 68 

自己株式の取得による支出  △693 △2 △697 

配当金の支払額  △1,159 △1,287 △2,316 

少数株主への配当金の支払額  △238 △663 △342 

財務活動によるキャッシュ・フロー  6,649 7,658 4,939 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  561 △154 1,352 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△）  △580 7,550 152 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  29,383 29,535 29,383 

Ⅶ 連結子会社増加に伴う期首現金同等物 
  増加額  － 2,658 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高  28,802 39,744 29,535 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

(1)連結子会社の数   35社 

国内連結子会社名 

ＴＧロジスティクス㈱、豊田合

成九州㈱、一栄工業㈱、日乃出

ゴム工業㈱、豊信合成㈱、東郷

樹脂㈱、ＴＧウェルフェア㈱、

ＴＧメンテナンス㈱、海洋ゴム

㈱、ティージーオプシード㈱、

㈱エフティエス 

(1)連結子会社の数   47社 

国内連結子会社名 

ＴＧロジスティクス㈱、豊田合

成九州㈱、一栄工業㈱、日乃出

ゴム工業㈱、豊信合成㈱、東郷

樹脂㈱、ＴＧウェルフェア㈱、

ＴＧメンテナンス㈱、海洋ゴム

㈱、ティージーオプシード㈱、

㈱エフティエス 

(1)連結子会社の数   35社 

     国内連結子会社名 

ＴＧロジスティクス㈱、豊田合

成九州㈱、一栄工業㈱、日乃出

ゴム工業㈱、豊信合成㈱、東郷

樹脂㈱、ＴＧウェルフェア㈱、

ＴＧメンテナンス㈱、海洋ゴム

㈱、ティージーオプシード㈱、

㈱エフティエス 

 在外連結子会社名 

豊田合成ノースアメリカ㈱、Ｔ

Ｇミズーリ㈱、ＴＧケンタッキ

ー㈲、ＴＧオートモーティブシ

ーリングケンタッキー㈲、ＴＧ

フルイドシステムズＵＳＡ㈱、

ＴＧカリフォルニアオートモー

ティブシーリング㈱、ＴＧパー

ソネルサービスノースアメリカ

㈱、ＴＧＲテクニカルセンター

㈲、豊田合成テキサス㈲、タペ

ックスメキシカーナ㈱、フュー

エルトータルシステムズカリフ

ォルニア㈱、豊田合成ホールデ

ィングス㈱、ウォータービルＴ

Ｇ㈱、ＴＧミント㈱、英国豊田

合成㈱、ＴＧフルイドシステム

ズＵＫ㈱、豊田合成チェコ㈲、

豊裕㈱、豊田合成アジア㈱、豊

田合成タイランド㈱、豊田合成

ラバータイランド㈱、ブリヂス

トンＴＧオーストラリア㈱、天

津豊田合成㈲、ＴＧキルロスカ

オートモーティブ㈱ 

  

 なお、ＴＧセ－フティシステ

ムズチェコ㈲は、平成17年4月

に豊田合成チェコ㈲に社名を変

更した。 

在外連結子会社名 

豊田合成ノースアメリカ㈱、Ｔ

Ｇミズーリ㈱、ＴＧケンタッキ

ー㈲、ＴＧオートモーティブシ

ーリングケンタッキー㈲、ＴＧ

フルイドシステムズＵＳＡ㈱、

ＴＧカリフォルニアオートモー

ティブシーリング㈱、ＴＧパー

ソネルサービスノースアメリカ

㈱、ＴＧＲテクニカルセンター

㈲、豊田合成テキサス㈲、タペ

ックスメキシカーナ㈱、フュー

エルトータルシステムズカリフ

ォルニア㈱、豊田合成ホールデ

ィングス㈱、ウォータービルＴ

Ｇ㈱、ＴＧミント㈱、英国豊田

合成㈱、ＴＧフルイドシステム

ズＵＫ㈱、豊田合成チェコ㈲、

豊田合成ヨーロッパ㈱、豊田合

成南アフリカ㈱、豊裕㈱、豊田

合成アジア㈱、豊田合成タイラ

ンド㈱、豊田合成ラバータイラ

ンド㈱、ブリヂストンＴＧオー

ストラリア㈱、天津豊田合成

㈲、ＴＧキルロスカオートモー

ティブ㈱、㈱豊田合成セーフテ

ィーシステムズインドネシア、

豊田合成ハイホン社、豊田合成

（天津）精密製品㈲、天津星光

橡塑㈲、豊田合成（張家港）科

技㈲、豊田合成（張家港）塑料

製品㈲、豊田合成（佛山）汽車

部品㈲、豊田合成（佛山）橡塑

㈲、豊田合成光電貿易（上海）

㈲、豊田合成（上海）商務諮詢

㈲ 

  

なお、豊田合成ヨーロッパ㈱ほ

か11社については、重要性が増

したことから当中間連結会計期

間から連結子会社に含めること

とした。 

在外連結子会社名 

豊田合成ノースアメリカ㈱、Ｔ

Ｇミズーリ㈱、ＴＧケンタッキ

ー㈲、ＴＧオートモーティブシ

ーリングケンタッキー㈲、ＴＧ

フルイドシステムズＵＳＡ㈱、

ＴＧカリフォルニアオートモー

ティブシーリング㈱、ＴＧパー

ソネルサービスノースアメリカ

㈱、ＴＧＲテクニカルセンター

㈲、豊田合成テキサス㈲、タペ

ックスメキシカーナ㈱、フュー

エルトータルシステムズカリフ

ォルニア㈱、豊田合成ホールデ

ィングス㈱、ウォータービルＴ

Ｇ㈱、ＴＧミント㈱、英国豊田

合成㈱、ＴＧフルイドシステム

ズＵＫ㈱、豊田合成チェコ㈲、

豊裕㈱、豊田合成アジア㈱、豊

田合成タイランド㈱、豊田合成

ラバータイランド㈱、ブリヂス

トンＴＧオーストラリア㈱、天

津豊田合成㈲、ＴＧキルロスカ

オートモーティブ㈱ 

  

なお、ＴＧセ－フティシステム

ズチェコ㈲は、平成17年4月に豊

田合成チェコ㈲に社名を変更し

た。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

豊田合成ヨーロッパ㈱、豊田合

成（張家港）科技㈲、豊田合成

（張家港）塑料製品㈲、天津星

光橡塑㈲、豊田合成（佛山）橡

塑㈲、豊田合成（佛山）汽車部

品㈲、豊田合成ハイフォン社、

豊田合成（天津）精密製品㈲、

台湾豊田合成光電㈱ 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

台湾豊田合成光電㈱ 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

豊田合成ヨーロッパ㈱、豊田合

成（張家港）科技㈲、豊田合成

（張家港）塑料製品㈲、豊田合

成（佛山）橡塑㈲、豊田合成

（佛山）汽車部品㈲、豊田合成

ハイフォン社、豊田合成（天

津）精密製品㈲、天津星光橡塑

㈲、台湾豊田合成光電㈱ 

 （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためである。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

である。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためである。 

２．持分法の適用に関

する事項 

(1)持分法適用の関連会社数 

１社 

(1)持分法適用の関連会社数 

５社 

(1)持分法適用の関連会社数 

１社 

 会社名 

ダイセルセーフティシステムズ

アメリカ㈲ 

会社名 

ダイセルセーフティシステムズ

アメリカ㈲、台裕ゴム工業㈱、 

マップスインディア社、福州福

裕ゴム工業㈲、テクノアートリ

サーチ㈱ 

なお、台裕ゴム工業㈱ほか３社

については、重要性が増したこ

とから当中間連結会計期間から

持分法適用会社に含めることと

した。 

会社名 

ダイセルセーフティシステムズ

アメリカ㈲ 

 (2) 持分法を適用していない非連結

子会社（豊田合成ヨーロッパ㈱

ほか）および関連会社（台裕ゴ

ム工業㈱ほか）については、そ

れぞれ中間純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用範

囲から除外している。 

(2) 持分法を適用していない非連結

子会社（台湾豊田合成光電㈱）

および関連会社（㈱中勢ゴムほ

か）については、それぞれ中間

純損益（持分に見合う額）およ

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除

外している。 

(2）持分法を適用していない非連結

子会社（豊田合成ヨーロッパ㈱

ほか）および関連会社（台裕ゴ

ム工業㈱ほか）については、そ

れぞれ当期純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持分

に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外している。 

 (3) 持分法適用会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる

会社については、同社の中間会

計期間に係る中間財務諸表を使

用している。 

(3) 同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につ

いては、同社の事業年度に係る

財務諸表を使用している。 

３．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、日乃出

ゴム工業㈱、豊信合成㈱および海洋

ゴム㈱の３社が８月31日、その他の

子会社32社は全て６月30日であり、

中間連結決算日（９月30日）と異な

っているが、決算日の差異が３ヶ月

を超えていないので、当該子会社の

中間決算財務諸表を使用して中間連

結財務諸表を作成している。 

なお、中間連結決算日との間に発生

した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

連結子会社の中間決算日は、日乃出

ゴム工業㈱、豊信合成㈱および海洋

ゴム㈱の３社が８月31日、その他の

子会社44社は全て６月30日であり、

中間連結決算日（９月30日）と異な

っているが、決算日の差異が３ヶ月

を超えていないので、当該子会社の

中間決算財務諸表を使用して中間連

結財務諸表を作成している。 

なお、中間連結決算日との間に発生

した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

連結子会社の決算日は、日乃出ゴム

工業㈱、豊信合成㈱および海洋ゴム

㈱の３社が２月28日、その他の子会

社32社は全て12月31日であり、連結

決算日（３月31日）と異なっている

が、決算日の差異が３ヶ月を超えて

いないので、当該子会社の決算財務

諸表を使用して連結財務諸表を作成

している。 

なお、連結決算日との間に発生した

重要な取引については、連結上必要

な調整を行っている。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関

する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価 

   方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1)重要な資産の評価基準及び評価 

   方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

(1)重要な資産の評価基準及び評価 

   方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

いる。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

 に基づく時価法（評価差 

 額は全部純資産直入法に 

 より処理し、売却原価は 

 移動平均法により算定し 

 ている。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

いる。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

  (ロ)たな卸資産 

中間連結財務諸表提出会社 

オプトエレクトロニクス製品 

  総平均法による低価法 

その他のたな卸資産 

  総平均法による原価法 

 国内連結子会社 

主として総平均法による原

価法 

 (ロ)たな卸資産 

中間連結財務諸表提出会社 

オプトエレクトロニクス製品 

同 左 

その他のたな卸資産 

同 左 

 国内連結子会社 

同 左 

 (ロ)たな卸資産 

連結財務諸表提出会社  

オプトエレクトロニクス製品 

同 左 

その他のたな卸資産 

同 左 

国内連結子会社 

同 左 

 在外連結子会社 

主として先入先出法による低

価法 

在外連結子会社 

同 左 

在外連結子会社 

同 左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却 

   の方法 

(イ)有形固定資産 

中間連結財務諸表提出会社お

よび国内連結子会社 

(2)重要な減価償却資産の減価償却 

   の方法 

(イ)有形固定資産 

中間連結財務諸表提出会社お

よび国内連結子会社 

(2)重要な減価償却資産の減価償却  

  の方法 

(イ)有形固定資産 

連結財務諸表提出会社および

国内連結子会社 

 定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は、定額法によって

いる。なお、耐用年数および

残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基

準によっている。 

また、機械装置のうち発光ダ

イオード関連設備について

は、使用可能期間を考慮し

て、見積耐用年数（３年）を

適用している。 

同 左 同 左 

 在外連結子会社 

定額法によっている。 

在外連結子会社 

同 左 

在外連結子会社 

同 左 

 (ロ)無形固定資産 

定額法によっている。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっている。 

(ロ)無形固定資産 

同 左 

(ロ)無形固定資産 

同 左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3)重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

中間連結財務諸表提出会社お

よび一部の連結子会社 

(3)重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

中間連結財務諸表提出会社お

よび一部の連結子会社 

(3)重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

連結財務諸表提出会社および

一部の連結子会社 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

同 左 同 左 

 (ロ)製品保証引当金 

中間連結財務諸表提出会社お

よび一部の連結子会社 

製品の品質保証期間内でのク

レームに対する費用の支出に

備えるため、過去の実績を基

礎にした発生見込額を計上し

ている。 

(ロ)製品保証引当金 

中間連結財務諸表提出会社お

よび一部の連結子会社 

同 左 

(ロ)製品保証引当金 

連結財務諸表提出会社および

一部の連結子会社 

同 左 

  （ハ）  ────── (ハ)役員賞与引当金 

    役員賞与の支出に備えて、 

当連結会計年度における支給 

見込額の当中間連結会計期間 

負担額を計上している。 

 （ハ）  ────── 

 (ニ)退職給付引当金 

中間連結財務諸表提出会社 

および一部の連結子会社 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数（10年）によ

る定額法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

(ニ)退職給付引当金 

中間連結財務諸表提出会社 

および一部の連結子会社 

 同 左 

  

  

(ニ)退職給付引当金 

連結財務諸表提出会社および

一部の連結子会社 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ている。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数（10年）によ

る定額法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ホ)役員退職慰労引当金 

中間連結財務諸表提出会社お

よび一部の国内連結子会社 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規

定に基づく中間期末要支給額

を計上している。 

(ホ)役員退職慰労引当金 

同 左 

(ホ)役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社および

一部の国内連結子会社 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規

定に基づく期末要支給額を計

上している。 

 (4)重要な外貨建の資産又は負債の 

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。 

なお、在外連結子会社等の資

産、負債、収益および費用は、

中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分および資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

計上している。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の 

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。 

なお、在外連結子会社等の資

産、負債、収益および費用は、

中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分および純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含め

て計上している。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の 

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算期

末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

なお、在外連結子会社等の資

産、負債、収益および費用は、

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は少数株

主持分および資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上

している。 

 (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、主として通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同 左 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同 左 

  (6)重要なヘッジ会計の方法 

  （イ）ヘッジ会計の方法  

    金利スワップについては、 

    特例処理によっている。 

 （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 金利スワップ 

    ヘッジ対象 借入金の利息 

 （ハ）ヘッジ方針 

    ヘッジ対象にかかる金利変動

    リスクの低減を図るため、対

    象債務の範囲内でヘッジを行

    っている。 

 （ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップの特例処理の要

    件を満たしているため、有効

    性の評価を省略している。 

(7)その他中間連結財務諸表作成の 

   ための基本となる重要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

いる。 

 (6)重要なヘッジ会計の方法 

 （イ）ヘッジ会計の方法  

    同 左 

  

 （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同 左 

 

 （ハ）ヘッジ方針 

    同 左 

  

  

 

 （ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

    同 左 

  

  

(7)その他中間連結財務諸表作成の 

   ための基本となる重要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

同 左 

 (6)重要なヘッジ会計の方法 

 （イ）ヘッジ会計の方法  

    同 左 

  

 （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同 左 

 

 （ハ）ヘッジ方針 

    同 左 

  

  

 

 （ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

    同 左 

  

  

(7)その他連結財務諸表作成のため 

   の基本となる重要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

同 左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

および容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっている。 

同  左 同  左 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用している。これにより税

金等調整前中間純利益に与える影響はな

い。 

 

  

  

 

 

  

  

  

当連結会計年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用している。これにより、

税金等調整前当期純利益に与える影響はな

い。 

────── 

  

  

  

 （役員賞与に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第4号 平

成17年11月29日）を適用している。この変

更により営業利益、経常利益および税金等

調整前中間純利益に与える影響は軽微であ

る。 

  

────── 

  

   

  

────── 

  

  

 

 

  

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日）を適

用している。従来の資本の部の合計に相当

する金額は、193,443百万円である。 

なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中

間連結財務諸表規則の改正に伴ない、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

いる。 

  

────── 

  

  

 

 

  

  

  

──────  （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

当中間連結会計期間より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会計

基準第８号 平成17年12月27日）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用している。 

この変更により営業利益、経常利益および

税金等調整前中間純利益に与える影響は軽

微である。 

────── 

  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

──────  

  

 (中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において、営業権として掲記されていたもの

は、当中間連結会計期間からのれんと表示している。 

また、連結調整勘定として掲記されていたものは、のれんと表示し

ている。  

 ──────  

  

(中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間において、連結調整勘定償却額として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期間から負ののれん償却額と表示し

ている。 

 ──────  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間において、連結調整勘定償却額として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期間からのれん償却額と表示してい

る。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（たな卸資産の評価基準及び評価方法）  

 前連結会計年度下半期からオプトエレクト 

 ロニクス製品の評価基準及び評価方法を総 

 平均法による原価法から総平均法による低 

 価法に変更した。この変更に伴い、従来の 

 方法に比べて「営業利益」、「経常利益」 

 および「税金等調整前中間純利益」はそれ 

 ぞれ1,898百万円減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当 

 該箇所に記載している。 

────── ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

              275,717百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                     298,357百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                     287,928百万円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおり

である。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおり

である。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおり

である。 

建物       492百万円

土地       913百万円

計        1,405百万円

建物        511百万円

土地          927百万円

計        1,438百万円

建物 487百万円

土地 1,172百万円

計 1,660百万円

担保付債務は、次のとおりである。 担保付債務は、次のとおりである。 担保付債務は、次のとおりである。 

短期借入金       817百万円

長期借入金      350百万円

計       1,168百万円

短期借入金     1,072百万円

長期借入金         304百万円

計        1,377百万円

短期借入金    939百万円

長期借入金    357百万円

計        1,297百万円

 ３．偶発債務 

保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金に対し、下記の保証を行ってい

る。 

 ３．偶発債務 

保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金に対し、下記の保証を行ってい

る。 

 ３．偶発債務 

保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金に対し、下記の保証を行ってい

る。 

  

上記の保証債務額は、中間連結決算日

の為替相場により円換算している。 

ダイセル化学工業㈱    301百万円

シュレ－ゲル社   7百万円

計    308百万円

  

上記の保証債務額は、中間連結決算日

の為替相場により円換算している。 

ダイセル化学工業㈱ 232百万円

シュレ－ゲル社    28百万円

計     261百万円

  

上記の保証債務額は、連結決算日の

為替相場により円換算している。 

ダイセル化学工業㈱ 272百万円

シュレ－ゲル社 11百万円

計 283百万円

※４．国庫補助金で取得した有形固定資産の

当中間連結会計期間の圧縮記帳額は 

12百万円である。 

なお、当中間連結会計期間末の国庫補

助金による圧縮記帳累計額は 371百万

円である。 

    （建物及び構築物     33百万円 

機械装置及び運搬具   332百万円 

工具器具備品      5百万円） 

※４．国庫補助金で取得した有形固定資産の

当中間連結会計期間の圧縮記帳額は 

166百万円である。 

なお、当中間連結会計期間末の国庫補

助金による圧縮記帳累計額は 566百万

円である。 

    （建物及び構築物     33百万円 

機械装置及び運搬具   526百万円 

工具器具備品       6百万円） 

※４．国庫補助金で取得した有形固定資産の

当連結会計年度の圧縮記帳額は 41百

万円である。 

なお、当連結会計年度末の国庫補助金

による圧縮記帳累計額は 400百万円で

ある。  

   （建物及び構築物    33百万円   

機械装置及び運搬具  360百万円 

工具器具備品       6百万円） 

※５．    ────── ※５．中間連結会計期間末が金融機関の休日

のため、満期手形の会計処理について

は、中間連結会計期間末に入金又は支

払したものとして処理している。 

なお、その金額については以下の通り

である。 

 受取手形       375百万円 

 支払手形     2,028百万円 

※５．    ────── 



（中間連結損益計算書関係）  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

         至 平成17年９月30日)  

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

         至 平成18年９月30日)  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

       至 平成18年３月31日)  

※１．売上原価には、低価法の適用による評

価減額が1,898百万円含まれている。 

 ※２．   ――――――― 

※１．売上原価には、低価法の適用による評

価減額が 2,545百万円含まれている。 

 ※２．当中間連結会計期間において、当社グ 

    ループは以下の資産グループについて 

    減損損失を計上した。 

当社グループの減損会計適用にあたっ

ての資産のグルーピングは、継続的に

損益の把握を実施している管理会計上

の単位である事業部別に行っている。

また上記に該当しない本社管理部門等

については独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出さないことから共用資産と

し、現在未使用で今後も事業の用に供

する予定がないものについては遊休資

産としている。 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは遊休資産である上記の土地、

建物及び構築物等については、今後も

利用が見込まれないため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に81百万円

計上した。その内訳は、土地2百万

円、建物及び構築物等79百万円であ

る。 

なお、回収可能価額は、土地について

は固定資産税評価額に合理的な調整を

行って算出した金額により評価し、建

物及び構築物等については、実質的な

価値はないと判断されるため、その帳

簿価額を備忘価額まで減額して評価し

ている。 

場所 用途 種類 

 静岡県 

 浜松市 

 保養所 

(遊休資産) 

土地、建物

及び構築物

等 

※１．売上原価には、低価法の適用による評

価減額が2,690百万円含まれている。 

 ※２．   ――――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少68千株はストック 

      オプションの行使に対応した譲渡による減少である。 

  

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 ３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式  130,010 － － 130,010 

合計 130,010 － － 130,010 

 自己株式         

   普通株式 （注） 1,264 0 68 1,196 

合計 1,264 0 68 1,196 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる  

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結会

計期間末残高

（百万円） 

前連結会計

年度末  

当中間連結会

計期間増加  

当中間連結会

計期間減少  

当中間連結会

計期間末  

 提出会社 

（親会社） 

 ストック・オプションとしての 

 新株予約権 
 －  －  －  －  － 14 

 合計  －  －  －  －  － 14 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 1,287 10  平成18年３月31日  平成18年６月27日

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 1,545 利益剰余金 12  平成18年９月30日  平成18年11月27日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定       23,148百万円

有価証券    6,341百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金ほか 
      △687百万円

現金及び現金同等物       28,802百万円

現金及び預金勘定      35,422百万円

有価証券    6,184百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金ほか 
    △1,862百万円

現金及び現金同等物       39,744百万円

現金及び預金勘定 23,698百万円

有価証券 6,059百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金ほか 
△222百万円

現金及び現金同等物 29,535百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物 2,700 370 2,330 

機械装置及
び運搬具 

3,655 2,091 1,563 

工具器具備
品他 

2,886 1,634 1,252 

合計 9,242 4,096 5,146 

 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

建物 2,762 583 2,178 

機械装置及
び運搬具 

2,625 1,481 1,143 

工具器具備
品他 

2,274 1,246 1,028 

合計 7,662 3,311 4,351 

 

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

建物 2,876 502 2,374 

機械装置及
び運搬具 

4,048 2,719 1,329 

工具器具備
品他 

2,301 1,287 1,013 

合計 9,227 4,509 4,717 

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。 

同 左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内          1,217百万円

１年超           3,928百万円

合計           5,146百万円

１年内  1,083百万円

１年超     3,270百万円

合計   4,354百万円

１年内 1,108百万円

１年超 3,609百万円

合計 4,717百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

同 左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してい

る。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料        800百万円

減価償却費相当額        798百万円

支払リース料   674百万円

減価償却費相当額       672百万円

支払リース料 1,421百万円

減価償却費相当額 1,420百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 



（有価証券関係） 

Ⅰ.前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

該当事項なし。 

(2)その他有価証券 

Ⅱ.当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項なし。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  
中間連結貸借対照
表計上額 

 時価  差額 

(1)国債・地方債  229百万円  242百万円  13百万円 

(2)社債  300百万円  300百万円  0百万円 

(3)その他  84百万円  92百万円  8百万円 

合計  614百万円  636百万円  21百万円 

  取得原価  
中間連結貸借対照
表計上額 

 差額 

(1)株式  5,374百万円  17,428百万円  12,054百万円 

(2)債券       

 社債  499百万円  504百万円  5百万円 

(3)その他  110百万円  110百万円  0百万円 

合計  5,984百万円  18,043百万円  12,059百万円 

投資信託の受益証券 6,003百万円 

非上場株式 1,017百万円 

非上場外国株式 93百万円 

  取得原価  
中間連結貸借対照
表計上額 

 差額 

(1)株式  4,722百万円  20,676百万円  15,953百万円 

(2)債券       

 国債・地方債  149百万円  152百万円  2百万円 

 社債   499百万円    498百万円  △1百万円 

 その他   79百万円  83百万円  3百万円 

(3)その他  110百万円  110百万円  0百万円 

合計  5,562百万円  21,521百万円  15,959百万円 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

該当事項なし。 

(2)その他有価証券 

  

４．保有目的を変更した有価証券 

  当中間連結会計期間において、満期保有目的の債券をその他有価証券に変更している。これは、一部の 

  子会社で資金流出に備え、資産流動性を確保するために変更したものである。 

  なお、この変更が連結財務諸表に与える影響は軽微である。 

  

Ⅲ.前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

該当事項なし。 

(2)その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。 

投資信託の受益証券 6,007百万円 

非上場株式 2,464百万円 

非上場外国株式 106百万円 

その他 34百万円 

  
連結貸借対照表計
上額 

 時価  差額 

(1)国債・地方債  229百万円  238百万円  9百万円 

(2)社債  －百万円  －百万円  －百万円 

(3)その他  79百万円  85百万円  5百万円 

合計  309百万円  324百万円  14百万円 

  取得原価  
連結貸借対照表計
上額 

 差額 

(1)株式  5,374百万円  21,642百万円  16,267百万円 

(2)債券       

社債  499百万円  491百万円  △8百万円 

(3)その他  110百万円  110百万円  0百万円 

合計  5,984百万円  22,244百万円  16,259百万円 

投資信託の受益証券 6,003百万円 

非上場株式 1,074百万円 

非上場外国株式 102百万円 

その他   35百万円 



（ストック・オプション等関係） 

 Ⅰ．当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  1．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  

   販売費及び一般管理費   14百万円 

  

  2．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 

当社取締役  23名 

 当社従業員  86名 

 子会社取締役 18名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式   357,000株 

 付与日 平成18年８月１日 

 権利確定条件 
 付与日（平成18年８月１日）以降、権利確定日（平成20年

７月31日）まで継続して勤務していること。 

 対象勤務期間  ２年間（平成18年８月１日～平成20年７月31日） 

 権利行使期間  平成20年８月１日～平成22年７月31日 

 権利行使価格（円） 2,410 

 付与日における公正な評価単価（円） 475 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業の主要製品 

(1) 自動車部品事業…………内外装部品、ボディシーリング製品、機能部品、セーフティシステム製品等 

(2) 非自動車部品事業………オプトエレクトロニクス製品、特機製品 

     ３．追加情報 

     （前中間連結会計期間） 

     「追加情報」に記載のとおり、前連結会計年度の下半期からオプトエレクトロニクス製品の評価基準及び評 

     価法を総平均法による原価法から総平均法による低価法に変更した。この変更に伴い、従来の方法に比べて 

     「非自動車部品事業」の営業費用は1,898百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

区分 
自動車部品 
事業 

（百万円） 

非自動車部品
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 218,168 12,133 230,301 － 230,301 

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
2 35 38 △38 － 

計 218,171 12,169 230,340 △38 230,301 

営業費用 206,111 15,693 221,805 △38 221,766 

営業利益又は営業損失（△） 12,059 △3,524 8,535 － 8,535 

区分 
自動車部品 
事業 

（百万円） 

非自動車部品
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 260,918 15,357 276,276 － 276,276 

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
34 37 71 △71 － 

計 260,953 15,394 276,348 △71 276,276 

営業費用 243,074 17,915 260,990 △71 260,918 

営業利益又は営業損失（△） 17,878 △2,520 15,358 0 15,358 

区分 
自動車部品 
事業 

（百万円） 

非自動車部品
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 469,740 28,687 498,427 － 498,427 

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
1 85 87 △87 － 

計 469,742 28,772 498,514 △87 498,427 

営業費用 443,268 35,569 478,838 △87 478,751 

営業利益又は営業損失（△） 26,473 △6,797 19,676 － 19,676 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

    ２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

     (1) 北米……………………………米国、カナダ等 

     (2) その他の地域…………………中華民国、タイ、オーストラリア、英国、インド、中華人民共和国等 

    ３．追加情報 

      「追加情報」に記載のとおり、前連結会計年度の下半期からオプトエレクトロニクス製品の評価基準及び 

      評価方法を総平均法による原価法から低価法に変更した。この変更に伴い、従来の方法に比べて、 

      「日本」の営業費用は、1,898百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

     ２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

     (1) 北米……………………………米国、カナダ等 

     (2) 豪亜……………………………中華民国、タイ、オーストラリア、インド、中華人民共和国、ベトナム等 

     (3) その他の地域…………………英国、チェコ等 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

        ２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

          (1) 北米…………………………米国、カナダ等 

          (2) その他の地域………………中華民国、タイ、オーストラリア、英国、チェコ、インド、中華人民共和国等

区分 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 

その他の 
地域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 143,137 58,669 28,495 230,301 － 230,301 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
9,413 1,549 2,529 13,492 △13,492 － 

計 152,551 60,219 31,024 243,794 △13,492 230,301 

営業費用 150,271 56,092 28,800 235,165 △13,398 221,766 

営業利益 2,279 4,126 2,223 8,629 △94 8,535 

区分 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
豪亜  

（百万円）

その他の 
地域  

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 164,110 69,133 30,778 12,254 276,276 － 276,276 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
11,694 1,474 5,903 221 19,294 △19,294 － 

計 175,804 70,608 36,682 12,475 295,571 △19,294 276,276 

営業費用 168,089 65,416 34,739 12,675 280,921 △20,003 260,918 

営業利益又は営業損失（△） 7,715 5,191 1,942 △199 14,649 708 15,358 

区分 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 

その他の 
地域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 309,396 123,034 65,996 498,427 － 498,427 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
21,445 3,553 5,485 30,485 △30,485 － 

計 330,842 126,588 71,482 528,912 △30,485 498,427 

営業費用 320,921 120,103 67,350 508,374 △29,623 478,751 

営業利益 9,920 6,485 4,131 20,538 △862 19,676 



（所在地区分の方法の変更） 

所在地別セグメント情報については、従来、地理的近接度および事業規模に基づき「日本」「北米」「その他の地

域」の３区分としていたが、当中間連結会計期間より豪亜地域の事業拡大に伴い同地域の重要性が高まったため

「その他の地域」から分離し、「日本」「北米」「豪亜」「その他の地域」の4区分に変更した。なお、前中間連

結会計期間および前連結会計年度のセグメント情報を当中間連結会計期間で用いた所在地区分の方法により区分す

ると次のとおりである。 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

区分 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
豪亜  

（百万円）

その他の 
地域  

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 143,137 58,669 19,787 8,707 230,301 － 230,301 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
9,413 1,549 2,558 4 13,526 △13,526 － 

計 152,551 60,219 22,346 8,712 243,828 △13,526 230,301 

営業費用 150,271 56,092 19,733 9,100 235,199 △13,432 221,766 

営業利益 2,279 4,126 2,612 △388 8,629 △94 8,535 

区分 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
豪亜 

（百万円）

その他の 
地域  

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 309,396 123,034 47,254 18,741 498,427 － 498,427 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
21,445 3,553 5,541 18 30,559 △30,559 － 

計 330,842 126,588 52,795 18,759 528,986 △30,559 498,427 

営業費用 320,921 120,103 47,627 19,796 508,448 △29,697 478,751 

営業利益 9,920 6,485 5,168 △1,036 20,538 △862 19,676 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

   （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

      ２．各区分に属する主な国または地域 

      (1) 北米……………………………米国、カナダ等 

      (2) その他の地域…………………中華民国、タイ、オーストラリア、英国、インド、中華人民共和国等 

          ３．海外売上高は、中間連結財務諸表提出会社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高 

              である。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

      ２．各区分に属する主な国または地域 

      (1) 北米……………………………米国、カナダ等 

      (2) 豪亜……………………………中華民国、タイ、オーストラリア、インド、中華人民共和国、ベトナム等 

      (3) その他の地域…………………英国、チェコ等 

          ３．海外売上高は、中間連結財務諸表提出会社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高 

              である。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国または地域 

(1)北米………………………米国、カナダ等 

(2)その他の地域……………中華民国、タイ、オーストラリア、英国、チェコ、インド、中華人民共和国等 

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。

区分 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 58,511 29,778 88,290 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   230,301 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
25.4 12.9 38.3 

区分 北米 豪亜 その他の地域  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 68,939 35,471 12,523 116,933 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    276,276 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
25.0 12.8 4.5 42.3 

区分 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 122,654 77,149 199,804 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   498,427 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
24.6 15.5 40.1 



 （海外売上高地域区分の変更） 

  海外売上高については、従来、地理的近接度および事業規模に基づき「北米」「その他の地域」の２区分としていた

  が、当中間連結会計期間より豪亜地域の事業拡大に伴い同地域の重要性が高まったため、「その他の地域」から分離

  し、「北米」「豪亜」「その他の地域」の３区分に変更した。なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度の海

  外売上高を当中間連結会計期間で用いた地域区分の方法により区分すると次のとおりである。 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

区分 北米 豪亜 その他の地域  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 58,511 20,975 8,803 88,290 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    230,301 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
25.4 9.1 3.8 38.3 

区分 北米 豪亜 その他の地域  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 122,654 58,118 19,030 199,804 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    498,427 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
24.6 11.7 3.8 40.1 



（１株当たり情報） 

(注)１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

 以下のとおりである。 

  ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

(2）【その他】 

該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,361円98銭

１株当たり中間純利益
金額 

 37円64銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

    37円64銭

１株当たり純資産額  1,501円74銭

１株当たり中間純利益
金額 

60円39銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

   60円33銭

１株当たり純資産額  1,449円27銭

１株当たり当期純利益
金額 

 81円77銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

    81円73銭

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 4,855 7,777 10,787

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 251

（うち利益処分による役員賞与金
（百万円）） 

(－) (－) (251)

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

4,855 7,777 10,536

普通株式の期中平均株式数（千株） 128,980 128,795 128,858

    

潜在株式調整後１株当たり中間 
（当期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額 
（百万円） 

－ － －

（うち支払利息（税額相当額控除
後）（百万円）） 

(－) (－) (－)

（うち信託報酬ほか(税額相当額控
除後)(百万円)） 

(－) (－) (－)

普通株式増加数（千株） 26 125 56

（うち新株予約権（千株）） (26) (125) (56)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間（当期）純
利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要 

新株引受権1種類（新株
引受権の数 740個） 
新株予約権3種類（新株
予約権の数 10,850個） 
なお、この概要は、 
「第４ 提出会社の状
況、１．株式等の状況、
(2)「新株予約権等の状
況」」に記載のとおり。

新株予約権1種類（新株
予約権の数 3,318個） 
  
  
なお、この概要は、 
「第４ 提出会社の状
況、１．株式等の状況、
(2)「新株予約権等の状
況」」に記載のとおり。

新株予約権3種類（新株
予約権の数 8,000個） 
  
  
なお、この概要は、 
「第４ 提出会社の状
況、１.株式等の状況、
（2）新株予約権等の状
況」に記載のとおり。 

 
前中間連結会計期間末 
平成17年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成18年９月30日 

前連結会計年度末 
平成18年３月31日 

純資産の部の合計額（百万円） － 210,577 －

純資産の部の合計額から控除する金
額（百万円） 

－ 17,133 －

（うち新株予約権） (－) (14)  (－)

（うち少数株主持分） (－) (17,119)  (－)

普通株式に係る中間期末の純資産額
（百万円） 

－ 193,443 －

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末の普通株式の数 
（千株） 

－ 128,813 －



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  13,325   20,302   14,925   

２．受取手形 ※４ 2,685   2,886   3,638   

３．売掛金  60,461   68,549   68,376   

４．有価証券  6,003   6,007   6,003   

５．たな卸資産  16,774   14,674   15,336   

６．繰延税金資産  4,138   4,264   4,920   

７．その他  5,631   4,658   5,352   

８．貸倒引当金  △47   △52   △53   

流動資産合計   108,972 39.8  121,290 41.1  118,499 41.0 

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１          

１．建物 ※３ 19,123   18,559   18,879   

２．機械装置 ※３ 27,757   28,879   28,618   

３．工具器具備品 ※３ 14,663   14,601   13,889   

４．土地  14,199   14,197   14,199   

５．建設仮勘定  1,517   1,120   885   

６．その他 ※３ 1,809   1,707   1,729   

計  79,071   79,064   78,201   

(2) 無形固定資産           

１．営業権  125   －   83   

２．のれん   －   41   －   

３．特許権  493   405   449   

４．ソフトウェア  956   1,049   920   

５．その他  132   104   118   

計  1,708   1,600   1,572   

(3) 投資その他の資産           

１．投資有価証券  62,727   69,386   68,176   

２．関係会社出資金  15,380   16,416   16,416   

３．繰延税金資産  3,730   2,786   2,318   

４．その他  2,178   4,506   3,564   

５．貸倒引当金  △48   △45   △48   

計  83,968   93,050   90,427   

固定資産合計   164,748 60.2  173,716 58.9  170,201 59.0 

資産合計   273,721 100.0  295,007 100.0  288,700 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※４ 6,062   5,702   6,227   

２．買掛金  40,358   49,571   43,078   

３．1年以内償還予定の社債  －   10,000   10,000   

４．未払費用  14,124   12,932   14,037   

５．未払法人税等  1,376   2,326   3,007   

６．未払消費税等  136   497   45   

７．製品保証引当金  1,082   718   743   

８．役員賞与引当金  －   117   －   

９．その他 ※４ 9,389   9,099   9,496   

流動負債合計   72,529 26.5  90,965 30.9  86,635 30.0 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  20,000   10,000   10,000   

２．長期借入金  10,000   10,000   10,000   

３．退職給付引当金  13,549   17,183   16,542   

４．役員退職慰労引当金  1,377   918   1,545   

５．その他  16   16   16   

固定負債合計   44,943 16.4  38,118 12.9  38,104 13.2 

負債合計   117,473 42.9  129,083 43.8  124,740 43.2 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   28,027 10.2  － －  28,027 9.7 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  29,723   －   29,723   

資本剰余金合計   29,723 10.9  － －  29,723 10.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  6,283   －   6,283   

２．任意積立金  70,150   －   70,150   

３．中間（当期）未処分利
益  17,682   －   22,845   

利益剰余金合計   94,116 34.4  － －  99,279 34.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金   7,173 2.6  － －  9,686 3.4 

Ⅴ 自己株式   △2,793 △1.0  － －  △2,758 △1.0 

資本合計   156,247 57.1  － －  163,959 56.8 

負債資本合計   273,721 100.0  － －  288,700 100.0 

           



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  28,027 9.5  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   29,723   －   

資本剰余金合計    － －  29,723 10.1  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   6,283   －   

(2）その他利益剰余金               

研究開発積立金   －   150   －   

別途積立金   －   70,000   －   

繰越利益剰余金   －   24,826   －   

利益剰余金合計    － －  101,260 34.3  － － 

４ 自己株式    － －  △2,608 △0.9  － － 

株主資本合計    － －  156,403 53.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価差
額金 

   － －  9,505 3.2  － － 

評価・換算差額等合計    － －  9,505 3.2  － － 

Ⅲ 新株予約権    － －  14 0.0  － － 

純資産合計    － －  165,923 56.2  － － 

負債純資産合計    － －  295,007 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   146,994 100.0  166,811 100.0  319,778 100.0 

Ⅱ 売上原価  ※１  131,418 89.4  146,100 87.6  283,367 88.6 

売上総利益   15,575 10.6  20,711 12.4  36,411 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   13,419 9.1  13,684 8.2  26,980 8.5 

営業利益   2,156 1.5  7,027 4.2  9,430 2.9 

Ⅳ 営業外収益 ※２  1,187 0.8  929 0.6  4,333 1.4 

Ⅴ 営業外費用 ※３  659 0.5  1,111 0.7  2,197 0.7 

経常利益   2,683 1.8  6,845 4.1  11,566 3.6 

Ⅵ 特別利益    － －  0 0.0  － － 

Ⅶ 特別損失 ※４,５  402 0.2  862 0.5  626 0.2 

税引前中間（当期）純
利益   2,281 1.6  5,983 3.6  10,939 3.4 

法人税、住民税及び事
業税  1,480   2,160   4,870   

法人税等調整額  △563 916 0.7 309 2,469 1.5 △1,629 3,240 1.0 

中間（当期）純利益   1,365 0.9  3,513 2.1  7,699 2.4 

前期繰越利益   16,338   －   16,338  

自己株式処分差損   20   －   32  

中間配当額   －   －   1,158  

中間（当期）未処分利
益   17,682   －   22,845  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 研究開発

積立金 
別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
28,027 29,723 29,723 6,283 150 70,000 22,845 99,279 △2,758 154,272 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）             △1,287 △1,287   △1,287 

役員賞与（注）             △218 △218   △218 

中間純利益             3,513 3,513   3,513 

自己株式の取得                 △2 △2 

自己株式の処分             △27 △27 152 124 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － － 1,980 1,980 149 2,130 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
28,027 29,723 29,723 6,283 150 70,000 24,826 101,260 △2,608 156,403 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
9,686 9,686 － 163,959 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）       △1,287 

役員賞与（注）       △218 

中間純利益       3,513 

自己株式の取得       △2 

自己株式の処分       124 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額） 
△180 △180 14 △166 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△180 △180 14 1,963 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
9,505 9,505 14 165,923 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

 同 左 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

 同 左 

 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定している。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定している。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定している。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

 (2) たな卸資産 

製品 

オプトエレクトロニクス製品 

総平均法による低価法 

オプトエレクトロニクス製品

以外の製品 

総平均法による原価法 

原材料・仕掛品・貯蔵品 

総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

製品 

オプトエレクトロニクス製品 

同 左 

オプトエレクトロニクス製品

以外の製品 

同 左 

原材料・仕掛品・貯蔵品 

同 左 

(2) たな卸資産 

製品 

オプトエレクトロニクス製品 

同 左 

オプトエレクトロニクス製品

以外の製品 

同 左 

原材料・仕掛品・貯蔵品 

同 左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）は、定額法によっている。

なお、耐用年数および残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 

また、機械装置のうち発光ダイ

オード関連設備については、使

用可能期間を考慮して、見積耐

用年数（３年）を適用してい

る。 

(1) 有形固定資産 

同 左 

(1) 有形固定資産 

同 左 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっている。 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっている。 

(2) 無形固定資産 

同 左 

(2) 無形固定資産 

同 左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

 (2) 製品保証引当金 

製品の品質保証期間内でのクレ

ームに対する費用の支出に備え

るため、過去の実績を基礎にし

た発生見込額を計上している。 

(2) 製品保証引当金 

同 左 

(2) 製品保証引当金 

同 左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3)    ────── (3)役員賞与引当金  

 役員賞与の支出に備えて、当事業

年度における支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上している。 

(3)    ────── 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）による定額

法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

している。 

(4) 退職給付引当金 

同 左 

  

  

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる

額を計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）による定額

法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

している。 

 (5) 役員退職慰労引当金 (5) 役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規定に

基づく中間期末要支給額を計上

している。 

同 左 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規定に

基づく当事業年末要支給額を計

上している。 

４．外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

いる。 

同 左 外貨建金銭債権債務は、決算期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

いる。 

５．リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

同 左 同 左 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例 

  処理によっている。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 金利スワップ 

  ヘッジ対象 借入金の利息 

(3) ヘッジ方針 

  ヘッジ対象にかかる金利変動リ 

  スクの低減を図るため、対象債 

  務の範囲内でヘッジを行ってい 

    る。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要件 

  を満たしているため、有効性の 

  評価を省略している。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  同 左 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同 左 

 

(3) ヘッジ方針 

  同 左 

  

  

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  同 左 

  

  

(1) ヘッジ会計の方法 

  同 左 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同 左 

 

(3) ヘッジ方針 

  同 左 

  

  

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  同 左 

  

  

７．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。 

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 



会計処理の変更 

表示方法の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用している。これにより税引前

中間純利益に与える影響はない。 

  

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用している。これにより、税引前

当期純利益に与える影響はない。 

  

──────  （役員賞与に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年

11月29日）を適用している。この変更によ

り営業利益、経常利益および税引前中間純

利益に与える影響は軽微である。 

  

────── 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、165,909百万円である。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴ない、改正後の中間財

務諸表等規則により作成している。 

  

────── 

──────  （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

当中間会計期間より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準

第８号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用している。 

この変更により営業利益、経常利益および

税引前中間純利益に与える影響は軽微であ

る。 

────── 

前中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年4月１日 

至 平成18年9月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その他」に含めてい 

 た「関係会社出資金」は、資産総額の100分の5を超えたため、当中 

 間会計期間より区分掲記することとした。なお、前中間会計期間末 

 の「関係会社出資金」の金額は7,856百万円である。 

──────  

──────   (中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間において、営業権として掲記されていたものは、当中

間会計期間からのれんと表示している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （たな卸資産の評価基準及び評価方法）  

 前事業年度下半期からオプトエレクトロニク 

 ス製品の評価基準及び評価方法を総平均法に 

 よる原価法から総平均法による低価法に変更 

 した。この変更に伴い、従来の方法に比べて 

 「営業利益」、「経常利益」および「税引前 

 中間純利益」はそれぞれ1,898百万円減少し 

 ている。 

  

────── 

  

 ────── 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

217,475百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

       223,156百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                     220,862百万円 

 ２．偶発債務 

保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対

し、下記の保証を行っている。 

 ２．偶発債務 

保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対

し、下記の保証を行っている。 

 ２．偶発債務 

保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対

し、下記の保証を行っている。 

上記の保証債務額は、中間決算日の為

替相場により円換算している。 

英国豊田合成㈱   1,899百万円

ダイセル化学工業㈱ 301百万円

シュレーゲル社 7百万円

計 2,208百万円

上記の保証債務額は、中間決算日の為

替相場により円換算している。 

英国豊田合成㈱    2,090百万円

ダイセル化学工業㈱ 232百万円

シュレーゲル社 28百万円

計   2,351百万円

上記の保証債務額は、決算日の為替相

場により円換算している。 

英国豊田合成㈱ 1,953百万円

ダイセル化学工業㈱ 272百万円

シュレーゲル社 11百万円

計 2,237百万円

※３．国庫補助金で取得した有形固定資産の

当中間会計期間の圧縮記帳額は12百万

円である。 

なお、当中間会計期間末の国庫補助金

による有形固定資産の圧縮記帳累計額

は371百万円である。 

（建物        32百万円 

  機械装置   332百万円 

  工具器具備品  5百万円 

  その他     0百万円） 

※３．国庫補助金で取得した有形固定資産の

当中間会計期間の圧縮記帳額 166百万

円である。 

なお、当中間会計期間末の国庫補助金

による有形固定資産の圧縮記帳累計額

は 566百万円である。 

（建物          32百万円 

  機械装置     526百万円 

  工具器具備品   6百万円 

  その他      0百万円） 

※３．国庫補助金で取得した有形固定資産の

当事業年度の圧縮記帳額は 41百万円

である。 

なお、当事業年度末の国庫補助金によ

る圧縮記帳累計額は 400百万円であ

る。   

（建物          32百万円 

  機械装置     360百万円 

 工具器具備品   6百万円 

  その他      0百万円） 

※４．    ────── ※４．中間会計期間末が金融機関の休日のた

め、満期手形の会計処理については、

中間会計期間末に入金又は支払したも

のとして処理している。 

なお、その金額については以下の通り

である。 

受取手形    433百万円 

支払手形   2,028百万円 

※４．    ────── 



(中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．売上原価には低価法の適用による評価

減額が1,898百万円含まれている。 

※１．売上原価には低価法の適用による評価

減額が2,545百万円含まれている。 

※１．売上原価には低価法の適用による評価

減額が2,690百万円含まれている。 

※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息     12百万円

受取配当金       534百万円

為替差益       350百万円

受取利息     90百万円

受取配当金       593百万円

受取利息       25百万円

受取配当金        3,125百万円

 為替差益        720百万円

※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息   42百万円

社債利息      83百万円

固定資産除売却損       333百万円

支払利息  37百万円

社債利息    83百万円

固定資産除売却損        378百万円

支払利息       93百万円

社債利息          165百万円

訴訟損失        587百万円

固定資産除売却損     876百万円

※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの 

転籍加算金  402百万円 投資有価証券評価損 

関係会社株式評価損 

 656百万円

124百万円

投資有価証券評価損  222百万円

転籍加算金 402百万円

 ※５．    ──────―  ※５．減損損失 

       当中間会計期間において、当社は以下 

       の資産グループについて減損損失を計 

       上した。 

当社の減損会計適用にあたっての資産

のグルーピングは、継続的に損益の把

握を実施している管理会計上の単位で

ある事業部別に行っている。また上記

に該当しない本社管理部門等について

は独立したキャッシュ・フローを生み

出さないことから共用資産とし、現在

未使用で今後も事業の用に供する予定

がないものについては遊休資産として

いる。 

当中間会計期間において、当社は遊休

資産である上記の土地、建物及び構築

物等については、今後も利用が見込ま

れないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に81百万円計上した。そ

の内訳は、土地2百万円、建物及び構築

物等79百万円である。 

なお、回収可能価額は、土地について

は固定資産税評価額に合理的な調整を

行って算出した金額により評価し、建

物及び構築物等については、実質的な

価値はないと判断されるため、その帳

簿価額を備忘価額まで減額して評価し

ている。 

場所 用途 種類 

 静岡県 

 浜松市 

 保養所 

(遊休資産) 

土地、建物

及び構築物

等 

 ※５．    ──────― 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産        9,020百万円

無形固定資産    243百万円

有形固定資産   8,596百万円

無形固定資産 265百万円

有形固定資産       19,918百万円

無形固定資産 496百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少68千株はストック 

       オプションの行使に対応した譲渡による減少である。 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるも

のはない。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式（注） 1,264 0 68 1,196 

合計 1,264 0 68 1,196 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具器具備
品 

2,037 1,211 825 

その他 300 99 201 

合計 2,337 1,310 1,026 

 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具器具備
品 

1,616 940 676 

その他 235 115 119 

合計 1,852 1,056 796 

 

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

工具器具備
品 

1,554 921 633 

その他 300 124 176 

合計 1,854 1,045 809 

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

同 左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内       387百万円

１年超    645百万円

合計         1,032百万円

１年内   327百万円

１年超 471百万円

合計    799百万円

１年内 283百万円

１年超 527百万円

合計 811百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

同 左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してい

る。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料       226百万円

減価償却費相当額       225百万円

支払リース料   190百万円

減価償却費相当額       189百万円

支払リース料 373百万円

減価償却費相当額 372百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 



（１株当たり情報） 

(注)１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

 以下のとおりである。 

  ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,213円81銭

１株当たり中間純利益
金額 

10円58銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

  10円58銭

１株当たり純資産額  1,287円98銭

１株当たり中間純利益
金額 

  27円28銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

  27円26銭

１株当たり純資産額  1,271円82銭

１株当たり当期純利益
金額 

   58円05銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

    58円03銭

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,365 3,513 7,699 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 218 

（うち利益処分による役員賞与金
（百万円）） 

(－) (－) (218) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

1,365 3,513 7,480 

期中平均株式数（千株） 128,980 128,795 128,858 

    

潜在株式調整後１株当たり中間 
（当期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額 
（百万円） 

－ － － 

（うち支払利息（税額相当額控除
後）（百万円）） 

(－) (－) (－) 

（うち信託報酬ほか(税額相当額控
除後)（百万円）) 

(－) (－) (－) 

普通株式増加数（千株） 26 125 56 

（うち新株予約権（千株）） (26) (125) (56) 

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間（当期）純
利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要 

新株引受権1種類（新株 
引受権の数 740個） 
新株予約権3種類（新株
予約権の数 10,850個） 
なお、この概要は、 
「第４ 提出会社の状
況、１．株式等の状況、
(2)「新株予約権等の状
況」」に記載のとおり。

新株予約権1種類（新株
予約権の数  3,318個） 
  
  
なお、この概要は、 
「第４ 提出会社の状
況、１．株式等の状況、
(2)「新株予約権等の状
況」」に記載のとおり。

新株予約権3種類（新株
予約権の数 8,000個） 
  
  
なお、この概要は、
「第４ 提出会社の状
況、１.株式等の状況、
（2）新株予約権等の状
況」に記載のとおり。 

 
前中間会計期間末 
平成17年９月30日 

当中間会計期間末 
平成18年９月30日 

前事業年度末 
平成18年３月31日 

純資産の部の合計額（百万円） － 165,923 － 

純資産の部の合計額から控除する金
額（百万円） 

－ 14 － 

（うち新株予約権）  (－) (14)  (－) 

普通株式に係る中間期末の純資産額
（百万円） 

－ 165,909 － 

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末の普通株式の数 
（千株） 

－ 128,813 － 



(2）【その他】 

  中間配当に関する取締役会の決議は次のとおりである。 

    （注）平成18年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、 

       支払いを行う。 

(イ)決議年月日 平成１８年１０月３１日 

(ロ)中間配当金の総額     １,５４５百万円 

(ハ)１株当たりの額                １２円 

(ニ)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成１８年１１月２７日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第83期）（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）平成18年６月28日 関東財務局長に提出 

(２) 有価証券届出書 

   平成18年７月20日 関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号2の規定（ストックオプションとしての新株予約権証券の 

   発行）に基づくもの。 

(３) 有価証券届出書の訂正届出書 

   平成18年８月１日 関東財務局長に提出  

(４) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成18年３月１日 至平成18年３月31日）平成18年４月７日 関東財務局長に提出 

報告期間（自平成18年４月１日 至平成18年４月30日）平成18年５月11日 関東財務局長に提出 

報告期間（自平成18年５月１日 至平成18年５月31日）平成18年６月９日 関東財務局長に提出 

報告期間（自平成18年６月１日 至平成18年６月27日）平成18年７月７日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１９日

豊 田 合 成 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている豊田合成株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、豊田合成株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 堀 江 正 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 原 光 爵 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月19日 

豊田合成株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀江 正樹  

 業務執行社員  公認会計士 川原 光爵  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている豊田合

成株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、豊田合成株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１９日

豊 田 合 成 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている豊田合成株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、豊田合

成株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 堀 江 正 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 原 光 爵 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月19日 

豊田合成株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀江 正樹  

 業務執行社員  公認会計士 川原 光爵  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている豊田合

成株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、豊田合成株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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